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補助金予約決定までの手順 

蓄電システム製造～工場での製品審査 

交付決定 

補助金交付 

補助金交付（支払）までの流れ 

予約決定までの流れ 

一般社団法人 環境共創イニシアチブ（ＳＩＩ）    ホームページ http://sii.or.jp/  
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購入契約・発注 

機器設置・納品引渡～支払完済 

交付申請 

書類審査・現地検査 

製造事業者登録 

予約申請 
・ 

書類審査 
・ 

予約決定 

製品 
購入 
・ 

製品 
審査 
・ 

設置 
工事 

交付 
申請 
・ 

現地 
検査 
・ 

交付 
決定 

予約申請書の記入※予約申請書はＳＩＩホームページよりダウンロードしてください。 

予約申請書の控え（コピー）を作成 

予約申請書（原本）を発送 

本事業事務局にて予約申請書類を審査 

予約決定 

予約決定通知書の受け取り 

蓄電システムを製造する事業者を選定 

蓄電システムを設置・施工する事業者を選定 

蓄電システム製造事業者の資格審査（書類審査・工場審査） 

蓄電池部の認証審査 

製造事業者等の資格登録申請フロー 

予約申請者の申請フロー 
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補助金予約申請書をご記入にあたり、以下の書類をご用意ください。 

ご用意していただく書類 
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大型カスタム蓄電システム申請者 
実在証明書類（コピー） 

【様式３】 

大型カスタム蓄電システム申請者 
財務諸表（コピー） 

【様式４】 

蓄電システム設置工事費見積書（コピー） 
蓄電システム指定工事費内訳書（別紙１） 

蓄電システム指定工事費内訳明細書（別紙２） 
【様式５、別紙１、２】 

蓄電システム 配置図面 
蓄電システム 配線系統図面（コピー） 

【様式６】 

下記のいずれかひとつをご用意ください。 
 ① 商業登記の現在事項証明書 
 ② 商業登記の履歴事項証明書 
 ③ 法人印の印鑑登録証明書 
詳細については６ページを参照してくださ
い。 

貸借対照表、損益計算書をご用意くださ
い。 
詳細については７ページを参照してくだ
さい。 

設置・施工事業者等が発行した設置工事費見積
書をご用意ください。 
指定工事費内訳書（別紙１）、内訳明細書（別
紙２）についてはＳＩＩのホームページからダ
ウンロードし、記入してください。詳細につい
ては８～１０ページを参照してください。 

設置・施工事業者等が発行または確認し
た配置図面、配線系統図面をご用意くだ
さい。 
詳細については１１ページを参照してく
ださい。 

蓄電システム見積書（コピー） 
【様式７】 

見積仕様書（コピー） 
【様式８】 

蓄電池部認証書（登録書） 
（コピー） 
【様式９】 

製造事業者等資格登録書 または 
製造事業者等資格仮登録書（コピー） 

【様式１０】 

販売事業者等が発行した見積書をご用意く
ださい。 
詳細については１２ページを参照してくだ
さい。 
 

大型カスタム蓄電システム製造事業者等
または販売事業者等が発行した見積仕様
書をご用意ください。 
詳細については１３ページを参照してく
ださい。 
 

申請する大型カスタム蓄電システムで使用され
る蓄電池部について、ＳＩＩが指定する指定認
証機関が発行した蓄電池部認証書（登録書）を
ご用意ください。 
詳細については１４ページを参照してください。 

ＳＩＩが大型カスタム蓄電システム製造
事業者等に発行した製造事業者等資格登
録書（または製造事業者等資格仮登録
書）をご用意ください。 
詳細については１５ページを参照してく
ださい。 
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補助金交付申請受付期間である平
成26年1月末日までに設置・施
工を完了し、交付申請が出来る工
事完了日をご記入ください。 
 
予約決定通知書を受けてからの契
約または購入、設置となります。
期日には余裕をおもちください。 

申請担当者情報、 担当者会社住所
をご記入ください。 
 
予約決定通知書等の通知物はこの
住所に送られます。 

必ず記入日をご記入ください。 

補助金予約申請書 （様式１） 
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右記の申請者区分より該当するも
のを選び、チェックボックスに印
を入れてください。 

左記の設置場所より該当するものを
選び、チェックボックスに印を入れ
てください。 

左記の種別より該当するものを選び、
チェックボックスに印を入れてくだ
さい。 

対象蓄電システムの販売会社・住宅設
備メーカー・住宅販売会社等が、個人
へ販売する際、個人申請者の代理申請
者として手続きを代行する場合はこち
らへご記入ください。 

添付する実在証明書類と同じ内容
をご記入ください。 
“株式会社”等は、“（株）”等
に省略しないでください。 
 
※個人申請者の場合は、個人申請
者氏名を会社名欄に記載してくだ
さい。 

【様式２】の『設置機器情報』の 
金額（B）と【様式２】の『設備工
事情報』の「補助申請金額」を足し
た金額をご記入ください。 
金額は右詰めでご記入ください。 

申請する蓄電システムの設置場所
住所が上記会社所在位置住所と異
なる場合のみご記入ください。 
 
※住居表示が未定の場合は、地番
をご記入ください。 
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補助金予約申請書 （同意事項） 

申請担当者が必ず直筆で署名して
ください。 
また、捺印は朱印でしてください。 

必ず署名日をご記入ください。 
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代理申請者がいる場合のみ、代理
申請者本人が必ず直筆で署名して
ください。また、捺印は朱印でし
てください。 
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補助対象経費内訳書 （様式２） 
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【様式８】の見積仕様書を参照の上、
「蓄電システムメーカー名」「蓄電シ
ステム製造場所（工場名）」「蓄電シ
ステムパッケージ型番」をご記入くだ
さい。 
「蓄電システム製造場所（工場名）」
については【様式１０】に記載されて
いる工場名と同じ内容であることも確
認してください。 

金額は右詰めでご記入ください。 

【様式７】の見積書を参照の上、「１
台あたりの見積金額」をご記入くださ
い。 
「１台あたりの補助申請金額」は、
「１台あたりの見積金額」の１／３
（１円未満切り捨て）の金額をご記入
ください。 
 
【計算例】 
50,000,000円÷3 
＝ 16,666,666円（1円未満は切り捨て） 
       補助申請金額 

「補助申請金額」は、「見積工事
費」の１／３の金額（１円未満切り
捨て）をご記入ください。 
なお、補助対象工事の補助申請金額
は設置機器の補助申請金額を超えな
い範囲でご記入ください。 

「１台あたりの見積金額」および 
「１台あたりの補助申請金額」からそ
れぞれの設置台数分の合計金額を導き、
ご記入ください。 
 
※個人申請者の場合は、１申請につき
１台までの申請となります。 

工事費、付帯設備費が補助対象とな
る場合は、 
3社以上の設置・施工事業者から提
出された【様式５】蓄電システム 
指定工事費内訳書（別紙１）の内、
一番安い見積金額を記入してくださ
い。 
 
※個人申請の場合は、工事費は補助
対象外になります。 
 
※複数台設置の場合は、設置個数分
の工事費見積の合算金額を記入して
ください。 

必ず記入日をご記入ください。 

【様式１】と同じ内容をご記入ください。 
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大型カスタム蓄電システム申請者 実在証明書類台紙 （様式３） 

・申請書の提出日から３カ月以内に発行されたもの 
 
・下記のいずれかひとつ （自治体が申請者の場合は個別にお問い合わせください） 
 ① 商業登記の現在事項証明書 
 
 ② 商業登記の履歴事項証明書 
 
 ③ 法人印の印鑑登録証明書 
 
 
   ※個人申請者の場合は、下記のいずれかひとつ （有効期限内のもの） 
   ① 運転免許証 
  ② 健康保険証 
   ③ 住民基本台帳カード 
   ④ 日本国パスポート 
   ⑤ 外国人登録証明書 
   ⑥ 身体障害者手帳 
   ⑦ 療育手帳 
   ⑧ 精神障害者保険福祉手帳 

大型カスタム蓄電システム申請者 
実在証明書類 
（コピー） 
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大型カスタム蓄電システム申請者 財務諸表台紙 （様式４） 

大型カスタム蓄電システム申請者 
財務諸表 
（コピー） 
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※個人申請者の場合は添付不要 
 
 
・直近３期分の決算報告書 
 ※貸借対照表、損益計算書を提出すること 
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蓄電システム 設置工事費見積書・指定工事費内訳書、内訳明細書 台紙（様式５） 

 ① 蓄電システム 設置工事費見積書（コピー） 
  ※３社分 

 ② 蓄電システム 指定工事費内訳書（別紙１）  

  ※３社分 

 ③ 蓄電システム 指定工事費内訳明細書（別紙２） 

           ※最も安価な１社分 

  ④ その他資料（工数が確認できる工程表等）  
   ※最も安価な１社分 
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※工事費、付帯設備費が補助対象とならない場合は不要 
※金額は、全て消費税抜きで記述すること 
 
・本様式を頭紙にして、次ページ以降に、３社分の『蓄電システム 
 設置工事見積書』と『蓄電システム 指定工事費内訳書』をまとめて 
 製本すること。 
      
・以下の内容がはっきりわかる設置工事費見積書 
 ※設置・施工事業者の書式可 
  ※補助対象外の工事も含めたもの 

 ■ 発行者名（設置・施工事業者等） 
 ■ 発行者（設置・施工事業者等）の捺印 
 ■ 宛先  ※申請者名であること 

 ■ 見積工事費 
 
・工数の内訳が確認できる工程表等の資料 
 
 

上記、設置工事見積書を参照の上、補助対象項目を抜き出し、 
『蓄電システム 指定工事費内訳書（別紙１）』、 
『蓄電システム 指定工事費内訳明細書（別紙２）』 
（ＳＩＩホームページよりダウンロード）を作成すること。 
 

※次ページの留意事項を参照の上で工事費見積書、内訳書を 
用意すること。 
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蓄電システム 設置工事費見積書 留意事項 
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■設置・施工事業者選定について 
補助対象機器の設置工事については、複数の業者（3社以上）から見積書を取得すること。 
（機器本体は、1社見積のみで可とする） 
3社以上の見積あわせを行う目的は、自由競争によって発注価格をできる限り抑えることにある。 
この主旨に基づき、以下の点に留意して設置工事の発注先を選定すること。 

【留意事項】 
①設置・施工事業者の選定にあたっては、同業種の業者（競争関係の成立する業者）を選定すること。 
②JV（共同企業体）にて工事を検討する場合は、必ず見積選定前にSIIへ相談すること。 
 ⇒JV構成業者のみでの競争入札、見積合わせは不可。 
③工事項目ごとに分離発注を行う場合は、発注項目ごとに３社見積を行うこと。 

■工事見積を依頼するときの注意点 
工事見積を依頼する際には、機器仕様書ならびに設置工事予件などを見積依頼書にまとめ、設置・施工事業者に提示すること。 
見積に当たっては、『一式』表記は避け、項目毎に詳細な数量を記述するように指示すること。 
（金抜き表記の見積提出が望ましい） 
「補助対象項目」「補助対象外項目」を明確に区分した見積項目とすること。 
  見積項目は、 補助事業の経費区分(設備費、計測装置費、工事費等)に準じた形態にすること。 
また値引きは、指定工事費内訳書の項目ごとに明記し、工事費の総額を対象とした一括値引き表記はしないよう指示すること。 

【留意事項】 
① 設置・施工事業者に対しては、必ず申請者自身が見積依頼をすること。その際、見積要項、仕様書、見積図書などを提

供し、見積条件を明確にすること。なお、必要に応じて現場説明を実施すること。 
② 見積用の図面には見積範囲、機器類の仕様・性能などを明記し、正確な見積が行えるようにすること。また、見積落ち

や過剰見積が生じないよう注意すること。 
③ 見積に関する質問を受けた場合は、質疑回答を全設置・施工事業者に行い、公正な見積合わせに努めること。また、そ

の記録を保管すること。 



平成２３年度定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金 個人申請用予約申請の手引き 平成２３年度定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金 予約申請の手引き【大型カスタム蓄電システム申請者用】 

蓄電システム 指定工事費内訳書・蓄電システム 指定工事費内訳明細書（別紙１、２） 
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※工事費、付帯設備費が補助対象とならない場合は不要 

   蓄電システム 指定工事費内訳明細書（別紙２） 
   最も安価な見積書をもとに、蓄電システム  
   指定工事費内訳明細書 （別紙２）を作成する。 

※ 内訳明細は、必要に応じて項目を追加すること 
※ 補助金対象項目の明細を全て記載すること 
※ 一式表記は避けて、工数と単価を明記すること 
 
見積書内の各項目は、内訳明細の記載との関連性 
がわかるよう表記すること。 

   蓄電システム 指定工事費内訳書（別紙１） 
  異なる３社以上の設置・施工事業者から設置工事見積書と 
  蓄電システム 指定工事費内訳書（別紙１）を取得する。 

1 

2 

指定工事費 
内訳書 

対象工事 
項目のみ 

内訳明細 

見積書 
C 社 

対象外工事含む 

指定工事費 
内訳書 

対象工事 
項目のみ 

指定工事費 
内訳書 

対象工事 
項目のみ 

見積書 
A 社 

対象外工事含む 

見積書 
B 社 

対象外工事含む 

1 1 1 

2 

【B 機械設備工事　】

項         目 数 量 単 位 単 価 金 額 備  考

1 機器設備（規格、能力を明記してください） 0 0 0

2 換気ダクト（材料、形状など明記してください） 0 0 0

3 労務費 0 0 0

小          計 0

項         目 数 量 単 位 単 価 金 額 備  考

1 0 0 0

2 0 0 0

3 0 0 0

0 0 0

小          計 0

【C 機器搬入・据付工事　】

項         目 数 量 単 位 単 価 金 額 備  考

1 敷地内運搬費（重機利用など） 0 0 0

2 養生費 0 0 0

3 労務費 0 0 0

4 その他 0 0 0

0 0 0

小          計 0

【D 電気工事　】

項         目 数 量 単 位 単 価 金 額 備  考

1 配管材料費（項目ごとに明記してください） 0 0 0

2 配管工事費（項目ごとに明記してください） 0 0 0

3 電気配線材料費（項目ごとに明記してください） 0 0 0

4 電気配線工事費（項目ごとに明記してください） 0 0 0

5 0 0 0

0 0 0

小          計 0

【E 計測・表示装置据付工事　】

項         目 数 量 単 位 単 価 金 額 備  考

1 0 0 0

2 0 0 0

3 0 0 0

0 0 0

小          計 0

【F 試験調整 】

項         目 数 量 単 位 単 価 金 額 備  考

1 機器試験調整費 0 0 0

2 計測装置試験調整費 0 0 0

3 0 0 0

0 0 0

小          計 0

 １ 計測・表示装置据付工事費

 １ 試験調整

 １ 電気配管配線工事

【注意事項】
工場から現地までの輸送費用は補助対象外です。

１ 換気設備工事 （※蓄電池容量 4,800Ah・セル以上のみ） 

 2 その他

 １ 機器搬入・据付費

 別紙２

記入日 平成      年      月      日

申請者会社名

設置・施工業者名

注１： 見積書の各項目が税込金額で記載されている場合は、必ず税抜に修正して作成してください。

注２： 補助対象工事の労務費は、作業レベルまで記載し、工数（人工など）、単価を明記してください。

注３： 当様式は定型様式ですが行数の追加は可とします。必要項目がある場合は行数を増やして全て記載してください。

【A 基礎関係工事　】

項         目 数 量 単 位 単 価 金 額 備  考

1 足場 0 0 0

2 墨出し 0 0 0

3 工事用機械器具 0 0 0

0 0 0

小          計 0

項         目 数 量 単 位 単 価 金 額 備  考

1 （項目ごとに明記してください） 0 0 0

2 0 0 0

3 0 0 0

0 0 0

小          計 0

項         目 数 量 単 位 単 価 金 額 備  考

1 材料費（材料ごとに具体的に明記してください） 0 0 0

2 組立・加工費（項目ごとに明記してください） 0 0 0

3 0 0 0

0 0 0

小          計 0

項         目 数 量 単 位 単 価 金 額 備  考

1 型枠工事 0 0 0

2 材料費（材料ごとに具体的に明記してください） 0 0 0

3 打設・養生 0 0 0

0 0 0

小          計 0

項         目 数 量 単 位 単 価 金 額 備  考

1 材料 0 0 0

2 加工・組立 0 0 0

3 0 0 0

0 0 0

小          計 0

項         目 数 量 単 位 単 価 金 額 備  考

防水工法を明記してください 0 0 0

1 材料費（材料ごとに具体的に明記してください） 0 0 0

2 労務費（工程ごとに具体的に明記してください） 0 0 0

3 その他 0 0 0

小          計 0

項         目 数 量 単 位 単 価 金 額 備  考

1 0 0 0

2 0 0 0

3 0 0 0

0 0 0

小          計 0

 1 直接仮設工事 （共通仮設工事は対象外）

 2 土工事（補助金対象機器用の屋外基礎工事にともなう土工事）

 ３ 鉄筋工事

 ４ コンクリート工事

 ５ 鉄骨架台工事（キュービクル据付用） 

 ６ 防水工事（屋上など） 

 ７ その他

平成２３年度 定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金
蓄電システム指定工事費内訳明細書

別紙１

：

：

：

■付帯設備 （機器本体に含まない場合）

円

円

円

■指定工事費内訳

※ 別紙２ 「蓄電システム指定工事内訳明細書」の各項目を転記してください。

※ 当様式は定型様式ですが行数の調整等の変更は可とします。

円

円

円

円

円

円
円

円

円
円

円

円

円

円
円

円

【E　計測・表示装置据付工事】

円

円

【F　試験調整】

円

円

【G　その他工事】

円

円

円

■以下の費目については、補助対象外となります。

内装工事

運搬費（工事機材・機械設備・建材・蓄電システム等）

小   計

７．その他

1．換気設備工事

0

0

土工事　　　：　敷地整理、敷地整理、根切り及び床づけ、地均し

地業工事

外構工事

仮設工事 　：　敷地測量、仮囲い、縄張り・やりかた、係員詰所・材料置場、災害防止その他

0

2．その他

【D　電気工事】

1．直接仮設工事

【A　基礎工事】　

項     目

A 基礎工事 合計  

【B　機械設備工事】

3．鉄筋工事

5．鉄骨架台工事
6．防水工事（屋上設置の場合）

項     目 小   計

1．キュービクル
材質：

寸法：  W :             × D :              × H :
重量：                 ｋｇ 0

　　　記入日

　　　申請者会社名

　　　設置・施工事業者名

小   計

■設置工事場所（※該当するものにチェックをつけてください。）

□屋外―敷地内の地盤面　　□屋外―建物の屋上等　　□屋内―１階　　□屋内―地下、２階以上の地上階　　□その他

金額（税抜）

項     目

2．計測・表示装置

仕様：

平成２３年度　定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金
蓄電システム指定工事費内訳書

設置蓄電システム　　　型番    　：　

設置蓄電システム　　　サイズ　　:   幅        ｃｍ　×　奥行         ｃｍ　×　高さ        ｃｍ　、重量      ｋｇ

平成   　　年　   　月　  　日

【C　機器搬入・据付工事】

2．その他

0

0

項     目 小   計

0

0

0

0

1．電気配管配線工事 0

D 電気工事 合計  

0

0

2．土工事（屋外基礎の場合）

4．コンクリート工事

0

0

項     目 小   計

項     目 小   計

項     目 小   計

合計

F 動作確認試験 合計  0

項     目 小   計

0

 付帯設備費合計  0

0

1．試験調整費 0

1. 機器搬入据付費

C 機器搬入・据付工事 合計  

B 機械設備工事 合計  0

（ 付帯設備＋A + B + C + D + E + F + G ） 0

1．計測・表示装置据付工事費 0

E 計測装置据付工事 合計  0

0

G その他工事 合計  0

 蓄電システム 指定工事費内訳書 
（別紙１）※３社分 

1 

 蓄電システム 指定工事費 
内訳明細書 

 （別紙２） 
※最も安価な１社分 

2 
＜例＞Ａ社が最も安価な場合 
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蓄電システム 配置図面・配線系統図面台紙（様式６） 

蓄電システム 配置図面 
 

蓄電システム 配線系統図面 
 

（コピー） 
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※工事費、付帯設備費が補助対象とならない場合は提出不要 
※補助対象範囲を朱記すること 
 

３社見積の内、最も安価な設置・施工事業者（発注予定の会社）が 
作成した配置図と配線系統図を添付すること 
 
□蓄電システム 配置図面 
 ■ 発行者名（設置・施工事業者等）がわかるもの 
 
 ■ 工事範囲・補助対象範囲を明確にすること 
    ※補助対象範囲（機器、付帯設備、ケーブル等）のみを朱記すること 

 
 ■ 蓄電システム、および周辺の接続機器の 設置場所、 
   配線経路、搬入経路がわかるもの 
 
 ■ 縮尺を明記すること 
 
 
□蓄電システム 配線系統図 
 ■ 発行者名（設置・施工事業者等）がわかるもの 
 

 ■ 工事範囲・補助対象範囲を明確にすること 
     ※補助対象範囲（機器、付帯設備、ケーブル等）のみを朱記すること 

 
 ■ 配線の長さ・種類、接続先を明記すること 



平成２３年度定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金 個人申請用予約申請の手引き 平成２３年度定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金 予約申請の手引き【大型カスタム蓄電システム申請者用】 

蓄電システム 見積書台紙 （様式７） 
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蓄電システム 
見積書 
（コピー） 

以下の内容がはっきりとわかるもの 
 
■ 発行者名（販売事業者等） 
 
■ 発行者（販売事業者等）の捺印 
 
■ 宛先 ※申請者名であること 

 
■ 蓄電システムメーカー名 
 
■ 蓄電システムパッケージ型番 
      

■ 見積金額 
   ※補助対象機器単体の金額がわかるもの 
   ※金額は、全て消費税抜きの金額で記載されていること 
   ※複数台申請の場合、1台当たりの機器単体の金額と設置台数が 
    わかるもの 
   ※値引きがある場合は、値引きの対象と値引き後の機器単体の 
    金額を明確にすること 
 
 
 
 同一の設置場所に複数台設置する際、複数の販売事業者

等から購入を予定する場合は、予約申請を分けて提出し
てください。 



平成２３年度定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金 個人申請用予約申請の手引き 平成２３年度定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金 予約申請の手引き【大型カスタム蓄電システム申請者用】 

見積仕様書台紙（様式8） 

見積仕様書（コピー） 
「製品仕様書」 「単線結線図」 「外形図」 
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蓄電システムメーカー名 

蓄電システム品名 

蓄電システム型番 

定格出力（Ｗ・ｋＷ・ＭＷ） 

定格出力可能時間（分） 

必要とする外部電力（Ｗ・ｋＷ・ＭＷ） 

蓄電池部型番 

蓄電池の定格容量（Ａｈ） 

蓄電池の公称電圧（Ｖ） 

使用する単電池の数（個） 

蓄電池の蓄電容量（Ｗ・ｋＷ・ＭＷ） 
※基準：10ｋＷｈ以上 

1 蓄電システムメーカー名 7 蓄電池部型番 

2 蓄電システム製造工場名 8 
単電池の定格容量 
（Ａｈ） 

3 
蓄電システム 
パッケージ型番 

9 
単電池の公称電圧 
（Ｖ） 

4 
定格出力 
（Ｗ・ｋＷ・ＭＷ） 

10 
使用する単電池の数 
（個） 

5 
定格出力可能時間 
（分） 

11 
蓄電池の蓄電容量 
（Ｗh・ｋＷh・ＭＷh） 
※基準：10ｋＷｈ以上 6 

必要とする外部電力 
（Ｗ・ｋＷ・ＭＷ） 

・機器の仕様を確認できる書類として、「製品仕様書」「単線結線図」   
  「外形図」の３点を添付すること 

・製品仕様書に以下の内容が明記されていることを確認すること 
  ■ 宛先が申請者となっている 
  ■ 申請者の捺印 
  ■ 製造事業者等の名称、捺印 
  ■ 蓄電システム 見積書発行者の名称、捺印 
  ■ 以下の内容が記載されている 



平成２３年度定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金 個人申請用予約申請の手引き 平成２３年度定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金 予約申請の手引き【大型カスタム蓄電システム申請者用】 

蓄電池部認証書（登録書）台紙（様式９） 

蓄電池部認証書（登録書） 
（コピー） 
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・以下の内容がはっきりとわかるもの 
 
■指定認証機関の捺印 
 
※SIIが指定する指定認証機関の認証書（登録書）であること 
 
※見積仕様書の蓄電池部の型番と、蓄電池部認証書（登録書） 
 に明記されている型番が同一であること 
 
※認証規格が「SBA S1101:2011」であること 
 
※部品認証（条件付）の認証書（登録書）の場合は、 
 大型カスタム蓄電システムを製造後、出荷前に指定認証機関 
 から当該部分の条件を満たした部品認証を受け、交付申請時 
 に再発行された認証書（登録書）を提出すること 



平成２３年度定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金 個人申請用予約申請の手引き 平成２３年度定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金 予約申請の手引き【大型カスタム蓄電システム申請者用】 

製造事業者等資格登録書台紙（様式１０） 

製造事業者等資格登録書 
（コピー） 
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・以下の内容がはっきりとわかるもの 
 
■SIIの捺印 
※当該大型蓄電システムの製造事業者が、平成23年度「定置用 
   リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金」に関する 
   資格登録（又は資格仮登録）された大型カスタム蓄電システム 
   製造事業者等であることがわかること 



平成２３年度定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金 個人申請用予約申請の手引き 平成２３年度定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金 予約申請の手引き【大型カスタム蓄電システム申請者用】 

提出・発送準備について 

16 

申請書類が出来上がりましたら、左記の各チェック項目を
使用して必要書類が全て揃っている事を確認してください。 
申請書一式は必ず手元控えを作成して、原本をSIIに送付し
てください。控えはお手元で大切に保管してください。 
（送付先は次項参照） 
原本はA4ファイル（２穴）１冊に綴じて、表紙及び背表
紙に当該事業名および申請者名を記載してください。 
（下図参照） 
申請様式ごと順番にインデックス（様式番号）を付けた中
仕切りを挿入してください。 

申
請 
者 
名 

■事業名： 
平成２３年度 定置用リチウムイオン蓄電池導入促
進対策事業費補助金 
 
■申請者法人名（個人申請の場合、個人氏名） 

申
請 
者 
名 

9 　蓄電池部認証書（コピー）

様式
チェック

ボックス

　１．ご自身で記入していただく書類

申請書類

2 　補助対象経費内訳書

様式

7

　製造事業者等資格登録書（コピー）
　・正式な製造事業等資格登録書が発行されていない場合は、大型カスタム蓄電システムの製造工場における

　  製品審査までに本登録を済ませること

10

3

　蓄電システム設置工事費見積書（コピー）・指定工事費内訳書・内訳明細書
　※工事費が補助対象とならない場合は、本書類は添付不要

5

6

8 　見積仕様書（コピー）　※設置個数分
　・蓄電システム見積書に関しての製品仕様が明確に記載されているもの

1 　補助金予約申請書
　・同意事項に署名、捺印がされていること

　２．ご自身で用意していただく書類

◆蓄電システム設置工事費見積書　　※３社分
　・「宛先」「発行者」「設置工事費見積金額」がはっきりとわかるもの

◆別紙１　蓄電システム指定工事費内訳書　　※３社分
　・蓄電システム　設置工事費見積書の内、補助申請金額を抜き出し、指定する工事費内訳書に記載したもの

◆別紙２　蓄電システム指定工事費内訳明細書　　※工事費が最も安価な１社分
　・蓄電システム指定工事費内訳書の内、工事費項目の明細を記載したもの

　蓄電システム 配置図面・配線系統図面　　※工事費が最も安価な１社分
　※工事費が補助対象とならない場合でも、本書類は添付すること

申請書類
チェック

ボックス

　大型カスタム蓄電システム申請者 実在証明書類（コピー）
　・提出日から３ヶ月以内に発行されたもの

　　◆対象となる書類　※下記の書類のうち、いずれかひとつ
　　　　①商業登記の現在事項証明書　　②商業登記の履歴事項証明書　　③法人印の印鑑登録証明書

　蓄電システム 見積書（コピー）　※設置個数分
　・「宛先」「蓄電システムメーカー名」「蓄電システムパッケージ型番」「見積金額」がはっきりとわかるもの

4 　大型カスタム蓄電システム申請者 財務諸表（コピー）
　・記載されている情報がはっきりとわかるもの



平成２３年度定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金 個人申請用予約申請の手引き 平成２３年度定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金 予約申請の手引き【大型カスタム蓄電システム申請者用】 

※ 申請書の送付先は私書箱のため宅配便等では受け取れません。郵送でお願いします。 
※ 申請書の到着確認の問い合わせについてはＳＩＩでは応じていません。到着確認が必要な

場合は、書留または簡易書留にて送付してください。 
※ 申請書の記入漏れ、記入間違え、添付書類の不足等があった場合、事務局より返送をさせ

ていただく場合がございます。その際は、再度、申請書類をご確認の上、ご提出ください。 

申請書提出先について 
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１．送付先 

〒１００－８６９１ 銀座郵便局私書箱９６号 
一般社団法人 環境共創イニシアチブ（ＳＩＩ） 

リチウムイオン蓄電池補助金事務局 担当宛 

一般社団法人 環境共創イニシアチブ（ＳＩＩ） 
リチウムイオン蓄電池補助金事務局 
ＴＥＬ：０５７０－２００－０１７ 

    ※PHS、IP電話からのご連絡先 TEL：03-5859-0209 

（平日 ９：００～１７：００） 

前項に記載の通り、申請書類一式の確認、ファイリングをした上で、書類一式を以下の送付
先にご提出ください。 

※ 封筒に赤字で「補助金予約申請書在中」とご記入ください。 

２．問い合わせ先 



平成２３年度定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金 個人申請用予約申請の手引き 平成２３年度定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金 予約申請の手引き【大型カスタム蓄電システム申請者用】 

■申請者及び担当者の連絡先（住所・電話番号等）の変更があった場合 
 
■設置場所の変更があった場合 
 
■申請法人の変更があった場合 
 

■申請担当者の変更があった場合 
 
■設置する蓄電システムを変更する場合 
 
■蓄電システムの設置の取りやめ等、事業を中止する場合 
 
■本補助金の申請を取りやめる場合 

予約決定後の各種変更届けについて 

１８ 

予約決定後に、以下の予約申請内容の変更があった場合は、 
必ず事務局へご連絡ください。事務局へ確認後、各届出を行ってください。 

予約申請書の提出後に止むを得ず申請者の変更、予約申請の取り下げが発生した際は、速やかに事務局へ確認後、各届出を行っ
てください。 
予約申請の取下げがないまま同一住所で複数の予約申請が提出された場合、2回目以降の予約申請を受け付けない場合があります。 

■予約決定後に設置場所住所住居表示が確定した場合の届出書類 
 ・『設置場所住所住居表示確定届出書』（ＳＩＩホームページよりダウンロード） 
 ・予約決定通知書のコピーに、二重線と修正印で設置場所住所を修正したもの 


